
伊勢原市青年等就農計画認定要領 

（趣旨） 

第１条 この要領は、伊勢原市内で新たに農業経営を営もうとする青年等の就農促進

と経営安定を図るため、農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号。以下

「法」という。）第１４条の４第３項の規定により青年等就農計画の認定を行うに当

たり、農業経営基盤強化促進法施行規則（昭和５５年農林水産省令第３４号）及び

農業経営基盤強化促進法の基本要綱（平成２４年５月３１日付け２４経営第５６４

号農林水産省経営局通知）に規定するもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（青年等就農計画の認定要件） 

第２条 青年等就農計画の認定を受けようとする者(以下「申請者」という。)は、伊

勢原市内において新たに自立した農業経営を営もうとする青年等（農業経営を開始

して５年以内の青年等を含む。）であって、次のいずれかに該当するものとする。 

(1) １８歳以上４５歳未満の者。ただし、地域に担い手がいない等やむを得ない事

情があると市長が認める場合には、１８歳以上５０歳未満の者とする。 

(2) ６５歳未満であって次のいずれかに該当する者 

ア 商工業その他の事業の経営管理に３年以上従事した者 

イ 商工業その他の事業の経営管理に関する研究又は指導、教育その他の役務の

提供の事業に３年以上従事した者 

ウ 農業又は農業に関連する事業に３年以上従事した者 

エ 農業に関する研究又は指導、教育その他の役務の提供の事業に３年以上従事

した者 

オ アからエまでに掲げる者と同等以上の知識及び技能を有すると認められる者 

(3) 第１号又は前号に掲げる者であって当該法人が営む農業に従事すると認められ

るものが役員の過半数を占める法人 

２ 申請者は、次のいずれかに該当する場合は、自らの農業経営の経常収支に関する

帳簿を作成し、及び自己の預貯金口座を開設しなければならない。 

(1) 親族の農業経営とは別に新たに農業部門の経営を開始する場合 

(2) 農業経営の継承者が親族の農業経営の全部又は一部を継承して農業経営を開始

する場合 

３ 組織経営体にあっては、第１項に定めるほか、法人格を有する者又は当該計画に

法人化計画を含み既に法人化の手続を開始している者とする。 

（青年等就農計画の認定申請） 

第３条 申請者は、青年等就農計画認定申請書（第１号様式。以下「申請書」という。）

を市長に提出しなければならない。 

２ 申請書には、次の書類を添付しなければならない。 

(1) 収支計画（第２号様式） 

(2) 履歴書（第３号様式） 

(3) 研修修了報告書（第４号様式）、各研修機関の定める研修修了証明書又は研修修

了見込証明書 



(4) 青年等就農計画の情報提供に関する同意書（第５号様式） 

(5) 住民票 

(6) 就農（予定）地の地図 

(7) 法人の場合は、法人登記簿謄本及び定款の写し 

(8) 夫婦等で共同申請する場合は、家族経営協定書の写し 

(9) 他市町村で青年等就農計画の認定を受けた者である場合、青年等就農計画認定

書写し及び認定を受けた青年等就農計画写し 

(10) 前条第２項第２号に該当する者においては、その事を証明する書類 

(11) その他市長が必要と認める書類 

（青年等就農計画の認定に当たっての研修） 

第４条 申請者は、青年等就農計画を提出する前に、技術、経営方法習得のための農

業の研修を、第２条第１項第１号に該当する者あってはおおむね１年以上、その他

の者にあっては６か月以上継続して受けている必要があるものとする。 

２ 前項の研修が行われる機関は次のとおりとする。 

(1) 都道府県の教育施設 道府県農業大学校又は都道府県農業関係試験研究機関 

(2) 独立行政法人の教育施設 独立行政法人農業者大学校又は独立行政法人試験研

究機関 

(3) 民間教育施設 八ケ岳中央農業実践大学校、鯉淵学園又は日本農業実践学園 

(4) その他 農業の技術又は経営方法習得のための実践的な研修が行われていると

市長が認めた施設 

(5) 国内における先進農家等 

ア  神奈川県知事が認定した農業経営士 

イ 農業経営改善計画の認定を受けた認定農業者 

ウ 優れた経営を行い、青年農業者等の研修受入れ体制が整っている農家、組織

経営体等 

(6) 海外における先進農家等 公益社団法人国際農業者交流協会ＪＡＥＣが実施す

る海外研修生の受入れ農家 

(7) 普及指導員等による指導研修 

３ 現に農業法人等の従業員として農業に従事している者であって、次に掲げる要件

の全てを満たすものは、農業の研修経験の有無にかかわらず、認定申請ができるも

のとする。 

(1) 従業員として農業に従事する期間がおおむね１年以上５年以内であること。た

だし、市長が特に必要があると認めるときは、従業員として５年を超えて農業に

従事している者であっても青年等就農計画の認定を受けることができるものとす

る。 

(2) 前号で掲げる期間の農業従事経験を生かして個人による農業経営を開始するこ

とが確実であること。 

(3) これから開始する自己の農業経営について、農業簿記等により、その適正な管

理の実施が見込まれること。 



４ 農業経営の継承者においては、第２項に定める機関のほか、自家農場において行

う研修も、期間として換算することができるものとする。 

５ 申請者は、研修修了報告書、各研修機関の定める研修修了証明書又は研修修了見

込証明書を申請書に添えて提出することで、農業の研修を受けたことを証明しなけ

ればならない。 

（青年等就農計画の認定基準） 

第５条 市長は、次に掲げる要件を満たす場合において、その計画を認定するものと

する。 

(1) 伊勢原市農業経営基盤の強化の促進に関する基本的な構想に照らし、適切なも

のであること。 

(2) 計画が達成される見込みが確実であること。 

(3) 第２条第１項第２号に掲げる者にあっては、その有する知識及び技能が青年等

就農計画の有効期間終了時における農業経営に関する目標を達成するために適切

なものであること。 

（青年等就農計画の認定審査）  

第６条 市長は、第３条の申請があった場合には、その内容について、別に定める伊

勢原市青年等就農計画認定審査会（以下「審査会」とする。）と協力して審査を行う

ものとする。 

２ 市長は、前項の審査の結果、青年等就農計画を認定するものと決定したときは、

青年等就農計画認定書（第６号様式）を申請者に交付するものとし、却下する場合

は、その理由を付し申請者に通知するものとする。 

（青年等就農計画の認定の有効期間） 

第７条 青年等就農計画の有効期間は、認定した日から起算して５年とする。ただし、

既に農業経営を開始した者にあっては、有効期間満了日は農業経営を開始した日か

ら起算して５年を経過した日とする。 

２ 青年等就農計画の認定を受けた者が、その計画の有効期間内に農業経営改善計画

の認定を受けた場合は、農業経営改善計画の認定の日をもって、青年等就農計画の

認定の効力を失ったものとする。 

（青年等就農計画の変更申請） 

第８条 第６条第２項により認定を受けた青年等就農計画について、次の各号に該当

する変更を行う場合は、青年等就農計画変更申請書(第７号様式)に必要な書類を添

付して市長に提出するものとする。 

(1) 営農部門 

(2) 就農地 

(3) 所得目標において２割以上の増減を伴う変更 

(4) 資金調達計画 

(5) その他市長が必要と認める事項 

２ 前項の規定により変更の申請があった場合は、第６条の規定を準用する。 

（就農状況報告等） 

第９条 青年等就農計画認定後に農業経営を開始する者は、農業経営開始後速やかに、



農業経営開始届出書（第８号様式）を市長に提出しなければならない。 

２ 青年等就農計画の認定を受けた者は、青年等就農計画の有効期間内及び有効期間

終了後１年間、毎年７月末日までに前年の１２月までの１年間の就農状況を、就農

状況報告（第９号様式）に次に掲げる書類を添えて市長に提出なければならない。 

 (1) 作業日誌（第１０号様式） 

(2) 決算書（第１１号様式） 

 (3) 前年の確定申告書の写し 

 (4) その他市長が必要と認める書類 

３ 市長は、前項に掲げる書類の提出を受けたときは、審査会と協力してその内容の

確認を行うものとする。 

（認定の取消し） 

第１０条 市長は、次の要件に該当する場合は、審査会と協議を行った上で、認定を

取り消すものとする。 

(1) 申請の内容に虚偽があると判明した場合 

(2) 認定の要件を満たしていない、又は満たす見込みがないと認められるとき。 

(3) 必要書類の提出がなされない場合 

（委任） 

第１１条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

 この告示は、平成２７年５月２６日から施行する。 

附 則（平成２８年３月２２日伊勢原市告示第３５号） 

 この告示は、公表の日から施行する。 

附 則（令和２年１月２７日伊勢原市告示第４号） 

 この告示は、公表の日から施行する。 

 



第１号様式（第３条関係）

年　　月　　日

伊勢原市長　殿

申請者住所
氏名＜名称・代表者＞ 印

年　　月　　日生（　　歳）
＜法人設立年月日　　　　年　　月　　日設立＞

☐ 新たに農業経営を開始
☐ 親（三親等以内の親族を含む。以下同じ。）の農業経営とは別に

新たな部門を開始
☐ 親の農業経営を継承

☐ 全体、 ☐ 一部
継承する経営での従事期間　　　年　　　月

青年等就農計画認定申請書

　農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号）第１４条の４第１項の規定に基づき、次
の青年等就農計画の認定を申請します。

農
業
経
営
の
規
模
に
関
す
る
目
標

経営面積合計

青　年　等　就　農　計　画

目標（　　年）現状
作物・部門名 作付面積

飼養頭数
生産量

作付面積
飼養頭数

生産量

（該当する形態に
レ印）

目標とする営農類型

就農地 　　伊勢原市　 農業経営開始日 年　　月　　日　

就農形態

　（年間農業所得及び年間労働時間の現状及び目標）

年間農業所得
年間労働時間

将来の農業
経営の構想

時間
千円 千円
時間

現状 目標（　　年）



農
業
経
営
に
関
す
る
目
標
の
つ
づ
き

農業従事の態様等の
改善に関する目標

目標（　　年）

作業受託

作目 目標（　　年）現状作業

単純計
換算後

区分

特定農作業受託
作業受託面積 生産量

作業作目

所有地

借入地

作業受託面積 生産量

目標（　　年）現状

所在地
（市町村名）

地目 現状 目標（　　年）

生
産
方
式
に
関
す
る
目
標

経営管理の合理化に
関する目標

内容事業名

農畜産物の加工・
販売その他の関
連・附帯事業

現状 目標（　　年）

機械・施設名
形式、性能、規模等及びその台数

現状



人 人

人 人

人 人

○　農業経営基盤強化促進法第４条第２項第２号に掲げる者及び法人の役員（同号に掲げる者に
限る。）が有する知識及び技能に関する事項

勤務機関名

常時雇（年間）
雇
用
者

農
業
経
営
の
構
成

延べ人数 現状

見通し

現状

見通し
臨時雇（年間）

実人数 現状

見通し実人数

代表者との続
柄（法人経営
にあっては役

職）

氏　　名
（法人経営にあっ
ては役員の氏名）

年齢

現状 見通し

（代表者）

目標を達
成するた
めに必要
な措置

規模・構造等 実施時期 資金名等事業費
事業内容

年　　月 千円

（施設の設置・
機械の購入等）

経　　歴

職務内容

担当業務
年間農業
従事日数
（日）

担当業務
年間農業
従事日数
（日）

注：法人の場合は、役員（農業経営基盤強化促進法第４条第２項第２号に掲げる者に限る。）ご
とに作成すること。

資格等

農業経営に活用でき
る知識及び技能の内

容

在職期間

上記の住所

退職年月日



注：研修カリキュラム等を添付すること。

技
術
知
識
の
習
得
状
況

専攻・営農部門

研修期間

研修内容等

活用した補助金等

他市町村の青
年等就農計画

認定状況

認定市町村名 認定期間 備　考

　法人の場合は、役員（農業経営基盤強化促進法第４条第２項第１号及び第２号に掲げる者に限
る。）ごとに作成すること。

年　　月　～　　　　　年　　月

研修先の名称

所在地



第２号様式（第３条関係）

     ＊既に農業経営を開始している場合は実績を記載

（平成　　年）（平成　　年）（平成　　年）（平成　　年）（平成　　年）

計 画 計 画 計 画 計 画 計 画

１ 年 目 ２ 年 目 ３ 年 目 ４ 年 目 ５ 年 目

（平成　　年）（平成　　年）（平成　　年）（平成　　年）（平成　　年）

経営規模

生 産 量

売 上 高

経営規模

生 産 量

収 支 計 画

計 画 計 画 計 画 計 画 計 画

１ 年 目 ２ 年 目 ３ 年 目 ４ 年 目 ５ 年 目

支 出 計 ②

所 得 計 ① － ②

農
　
業
　
経
　
営
　
費

原 材 料 費

減 価 償 却 費

出 荷 販 売 経 費

雇 用 労 賃

【参考】設備投資
（内容、金額）

（作目）

（作目）

（作目）

売 上 高

そ の 他

青 年 就 農 給 付 金

収入計①(給付金を除く)

農
　
業
　
収
　
入

経営規模

生 産 量

売 上 高



第３号様式（第３条関係）

  １　氏名等

(ふりがな)

〒 －

〒 －

 (ふりがな)

１　男

２　女

  ２　家族構成

  ３　学歴等

月 月

履

歴

連絡先

性別

履　　歴　　書

年齢生  年  月  日 電話番号

住　所

(ふりがな)

氏　　名  続 柄 生　年　月　日 住　　　所

氏　　名 印

年 学歴・職歴（各別に記入） 年 免許・資格

学歴

職歴



第４号様式（第３条関係）

1 研修者氏名

2 研修作目

3 研修期間

年 月 ～ 年 月

4 研修実施面積（a)

5 研修内容

6 研修者の技術等の習得度

7 研修者の農業に対する意欲

上記の内容に相違ないことを報告します。

研修受け入れ農家

住所

氏名 印

販売・経営研修

その他

栽培技術

販売・経営

その他

栽培技術研修

研修修了報告書



第５号様式（第３条関係）

年 月 日

伊勢原市長　殿

印

・遵守事項

氏名（名称）

　私は、別紙『青年等就農計画』を伊勢原市長に認定申請いたしますが、申請することに
当たっては、伊勢原市が必要と認める各関係機関に対し、下記の事項を遵守する条件のも
とに情報を提供することに同意します。

　情報の提供を受ける各関係機関は、情報提供することに同意を得た関係機関以外の者
に対して、情報を開示しないこと。また支援の実施以外の目的で個人情報を使用しない
こと。

青年等就農計画の情報提供に関する同意書

住　　　所



第6号様式（第6条関係）

年 月 日

殿

伊勢原市長 印

認　定　番　号 ： 号

認　　定　　日 ： 年 月 日

認定の有効期間 ： 年 月 日まで

あなたから　　　　年　　月　　日に認定申請のあった青年等就農計画は、農業経営

の規定により、適当であると認定します。

青年等就農計画認定書

基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号）第１４条の４第１項（第１４条の５第１項）



第7号様式（第8条関係）

年 月 日

伊勢原市長　殿

印

年 月 日（認定番号　　－　　）に認定を受けた青年等就農計画に

１　変更箇所

(変更前)

(変更後)

２　変更理由

ついて、下記により変更したいので申請します。

記

青年等就農計画変更申請書

氏名（名称）

住　　　所



第8号様式（第9条関係）

年 月 日

伊勢原市長　殿

印

年 月 日（認定番号　　－　　）に認定を受けた青年等就農計画につい

農業経営開始日 年 月 日

添付書類

☐ 農業経営を開始したことを証明する書類

氏名（名称）

記

て、次のとおり農業経営を開始したので届出します。

住　　　所

農業経営開始届出書



第９号様式（第９条関係）

年　　　月　　　日

住　所：

氏　名：    　　     　　　　㊞

１　営農実績報告

雇 用 労 働 力

農業従事日数年齢・続柄等

就農状況報告

　　　　　年　　月　　日（認定番号　　-　　）に認定を受けた青年等就農計画につ
いて、次のとおり　　　　年　　月　　日から　　　　年１２月３１日までの就農状況
報告書を提出します。

　伊勢原市長　殿

作 物 ・ 部 門 名 作付面積(a)・飼養頭数等

合　計

家
　
族
　
労
　
働
　
力

氏 　　名

　　　　　　　　（人・日）



２　経営規模の報告

３　前年の所得　

４　計画達成に向けた今後の課題

区 分

実　績

面　積（a）

経 営 耕 地 所 有 地

借 入 地

作 目

万円

作 業 内 容

作 業 受 託



第１０号様式（第９条関係）

作業日誌

合　計 0

作　業　内　容 作業時間

月　　　日

月　　　日

月　　　日

月　　　日

月　　　日

月　　　日

月　　　日

月　　　日

月　　　日

月　　　日

月　　　日

月　　　日

月　　　日

月　　　日

月　　　日



第１１号様式（第９条関係）

農 外 所 得 ④ 所 得 合 計 ③ ＋ ④

【参考】設備投資（内容、金額）

農 業 所 得 計 ③ ＝ ① － ② #DIV/0!

支 出 計 ② #DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

雇 用 労 賃 #DIV/0!

農

業

経

営

費

原 材 料 費 #DIV/0!

減 価 償 却 費 #DIV/0!

出 荷 販 売 経 費

#DIV/0!

計　画 実　績 実 績 ／ 計 画

ａ ｂ b/a

青年就農給付金 #DIV/0!

収 入 計 ①（給付金を除く） #DIV/0!

#DIV/0!

売 上 高 #DIV/0!

その他 #DIV/0!

農

業

収

入

経 営 規 模 #DIV/0!

生 産 量 #DIV/0!

売 上 高

経 営 規 模 #DIV/0!

生 産 量 #DIV/0!

生 産 量 #DIV/0!

売 上 高

（作目）

（作目）

決　　算　　書

計　画 実　績 実 績 ／ 計 画

ａ ｂ b/a

#DIV/0!

（作目）

経 営 規 模 #DIV/0!


